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Selection of Appropriate Steel Considered the Exsisting Stees 
in Low and Medium-rise Steel Structure Using H-SA700 

Naoshi Nomura, Daiki Sato,  
Haruyuki Kitamura, Kazuyoshi Fujisawa

 

H-SA700 を用いた中低層建物における存在応力を考慮した適切な鋼材の選定 

正会員 ○野村尚史*1 佐藤大樹*1 
  北村春幸*1 藤澤一善*2 

 
H-SA700 高耐震化 中低層建物 

履歴減衰型ダンパー 時刻歴応答解析  
 
1. はじめに 

平成 16~20 年度の新構造システム建築物に関する府省連携

プロジェクト 1)では，建築構造用高強度 780 N/mm2 鋼材 H-
SA700 2)と履歴型ダンパーを組合せることで，大地震に対して

も主架構弾性となる建築物の開発が行われた。 
既往の研究 3)では，研究の初期段階として主架構全てに

SN400 及び H-SA700 を用いた建物の応答性状を比較した。H-
SA700 と座屈拘束ブレースを組合せることで，SN400 を用い

た場合と比較して鋼材重量を低減でき，レベル 2 の 2 倍の地震

動に対しても主架構は弾性となることを確認した。しかし，鋼

材量の低減に伴う主架構剛性の低下により，ダンパー効率が低

下し変形が低減しにくくなったこと，応力に余裕がある部材が

あったこと等の課題が見つかった。 
本報では，文献 3 において作成した H-SA700 を用いて主架

構剛性が最も大きい解析モデルを基に，存在応力の大きさによ

り鋼材強度を低減させることで適切な鋼材を選定することを目

的とした検討を行う。具体的には，鋼材の基準強度と鋼材重量

を指標とした検討や時刻歴応答解析による検討から，経済性を

考慮して効率的に H-SA700 を設計に用いるための意見を示す。 
2. 検討対象建物･ダンパー諸元及び入力地震動の概要 

 検討対象建物の基準階伏図と軸組図を図 1 に示す。検討対象

建物は，地上 8 階，高さ 33 m の鋼構造建物とし，解析には 3
次元部材レベルモデルを用いる。スラブの合成効果は梁の曲げ

剛性のみ考慮し，減衰定数は主架構の 1 次固有周期 f T 1に対し

て h = 2%となる剛性比例型とした。 
ダンパーは軸材に LY225 を用いた座屈拘束ブレースを用い

る。1 層部分のダンパーの降伏層せん断力係数 d α y1を与えた場

合，1 層部分のダンパーの塑性化部断面積 d A p1は以下の式で求

められる。 
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ここで，d Q y1：1 層部分のダンパーの降伏層せん断力，N：全

層数，m i：質量，g：重力加速度，d N y1：ダンパーの降伏軸力，

 θ 1：ダンパーの取付け角度，d σ y：ダンパーの降伏応力度（= 
225 N/mm2）である。なお，各層のダンパーの降伏層せん断力

d Q y iは d Q y1と同じ値としている。また，ダンパーの塑性化部

長さ L piを柱・梁芯間長さ L iの 1/4 としているので，ダンパー

の軸方向の初期剛性 id k̂ は d A iを用いて次式で求められる。 
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ここで，s E：鋼材の弾性係数である。なお，ダンパーの履歴形

状は完全弾塑性で定義している。 

 図 2 に地震動のスペクトルを示す。本報では，兵庫県南部地

震における観測波 JMA KOBE 1995 NS を位相特性として，告

示スペクトルに一致するように作成された模擬波 ART KOBE
（コーナー周期 T c≧0.64 sec で S vが 160 cm/sec で一定，以降

ART KOBE 160）をレベル 2の 2 倍の地震動として採用する。 
3. 解析モデルの作成と時刻歴応答解析結果 

本報で用いる解析モデルの部材断面は SN400 を用い，幅厚

比を FA，柱梁耐力比の下限値を 1.5 として，標準せん断力係

数C 0 = 0.2 に対して許容応力度設計を行うことで決定した 3)。

これを使用鋼材 SN400 と 1 次固有周期 f T 1 = 0.05H から，S4-
05H と表記する。部材断面は変更せずに使用鋼材を H-SA700
とした解析モデルを H7-05H と表記し，本報ではこれを基に検

討する。採用ダンパー量は，入力地震動を ART KOBE 160 と

して d α y1 を変化させたパラメータスタディより，梁の最大曲

げ応力度と最大層間変形角が極小値となった d α y1 = 0.10 とする。 
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図1 対象建物の基準階伏図と軸組図

(b) A,E 通り軸組図 (c) 2,7 通り軸組図 

(a) 基準階伏図 ダンパー設置位置 
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図2 地震動のスペクトル 
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(b) エネルギースペクトル(a) 速度応答スペクトル
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本報では，表 1 に示す鋼材を用いて鋼材強度を低減させた解

析モデルを作成する。F (j)は降伏点の下限値  4)とし，j は本報で

設定した。図 3 に，鋼材強度を低減させた解析モデルの作成フ

ローを示す。STEP 1 での各部材の応力度は，梁：曲げ応力度，

柱：曲げと軸力の組合せ応力度とする。応力度の傾向としては，

梁は最大で 440～700 N/mm2，柱は最大で 325～355 N/mm2とな

り，柱の応力に余裕があることが確認できた。STEP 2 として，

部材応力度は使用鋼材の基準強度以下であればよいとし，適切

な鋼材を選定する。しかし，応力度の結果のみで鋼材強度を低

減させると，上記の結果から梁に対して柱の鋼材強度が低減し，

柱梁耐力比の最小値が 0.6 程度となった。そこで STEP 3 とし

て，柱梁耐力比 1.5 以上を満足させるため柱の鋼材強度のみを

上げる。ここで作成する解析モデルを，mix-05H と表記する。 
mix-05H における各種鋼材の重量割合（主架構全体（Total），

梁（Girder），柱（Column））を図 4 に示す。図中には，パーセ

ンテージで各種鋼材の重量割合を示しており，主架構全体・

梁・柱の鋼材重量も示している。図 4 より，mix-05H の 780 N
鋼の割合に着目すると，主架構全体では 20.3%となっている。

梁と柱においてはそれぞれ 22.7%と 17.3%であり，梁の方が

780 N 鋼の割合が多いということがわかる。 
解析モデルの経済性を示す指標として mF を定義する。 mF

は，各解析モデルにおける鋼材強度の加重平均値に，S4-05H
に対する各解析モデルの鋼材重量の割合を掛けることで，S4-
05H の鋼材重量を基準とした指標となっている。 mF が小さい

ほど経済性に優れていることを意味し，式(3)より算出される。 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
×⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛ ⋅
= ∑

= 1

6

1

)()(

W
W

W
WF

F
s

ms

j ms

mjsj
m                         (3) 

ここで，m：解析モデル番号（図 5 において定義），j：鋼材番

号，s W(j) m：解析モデル m における鋼材 j の重量，s W m：解析

モデル m における主架構全体の鋼材重量，s W 1：S4-05H にお

ける主架構全体の鋼材重量である。4 つの解析モデルにおける

mF を図 5 に示す。なお，H7-08H は文献 3 において主架構全

てに H-SA700 を用い鋼材重量を最も低減させた解析モデルで

ある。図 5 より，mix-05H は mF = 417 N/mm2，H7-08H は mF = 
478 N/mm2であり，H7-05H に対してそれぞれ 0.60 倍，0.68 倍

であることがわかる。これより， mix-05H の方が H7-08H と

比較して経済性に優れていると判断できる。 
高さ方向の応答分布として最大層間変形角R max i  ，各層で最

大となった梁端の曲げ応力度 G σ max i ，各層で最大となったダ

ンパーの塑性率 d μ max iを図 6 に示す。なお，示すのは X 方向

とし，採用ダンパー量は各解析モデルにおいて，ART KOBE 
160 を入力し d α y1を変化させたパラメータスタディ 3)より，層

間変形角が十分低減したダンパー量とする（S4-05H：d α y1 = 
0.08，H7-05H・mix-05H：d α y1 = 0.10，H7-08H：d α y1 = 0.15）。
図 6 より，mix-05H とH7-05H の応答は一致しており，H7-05H
の存在応力の結果から mix-05H の使用鋼材を選定したため，

H7-05H 同様に mix-05H の主架構は弾性範囲に留まっていると

判断できる。G σ max i より，S4-05H のみが塑性化していること

がわかる。全解析モデルにおいてR max i は 1/75 程度，d μ max iは

20 程度となっていることがわかる。なお，d μ max i = 20 の時ダン

パー歪 d ε max i = 2.2%（2.0%以上 5)）となり，注意が必要である。 
4. まとめ 

本報では，存在応力の大きさによって鋼材強度を低減させ，

部材ごとに適切な鋼材を選定した。 
主架構全体において H-SA700 の使用率を 20.3%に抑えるこ

とができ，レベル 2 の 2 倍の地震動に対して主架構弾性となる

ことを確認した。よって，部材の存在応力を適切に判断しそれ

によって鋼材強度を決定できれば，H-SA700 の使用鋼材量を

抑えることとなり，経済性を考慮した設計に繋がると考える。 
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表1 鋼材の基準強度と番号 
鋼材種類 400N鋼 490N鋼 520N鋼 550N鋼 590N鋼 780N鋼

鋼材番号j 1 2 3 4 5 6
基準強度

F (j )（N/mm2）
440 700235 325 355 385

図3 各種鋼材を組合せた解析モデルの作成フロー 

＜H7-05Hの部材応力度を確認（d α y1 = 0.10，ART KOBE 160）＞ 
梁：曲げ応力度，柱：曲げと軸力の組合せ応力度 

＜前提条件：部材応力度が基準強度以下となるように鋼材強度を低減＞ 
ex) 部材応力度が235～325 N/mm2 ⇒ 490N鋼 

＜柱梁耐力比1.5以上を考慮＞ 
柱梁耐力比が1.5以上となるように柱部材の強度を上げる 
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図4 各鋼材の重量割合
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図6 高さ方向の応答分布 
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